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川崎市環境変化対策等持続可能農業推進事業補助金交付申請書

　　年　　月　　日

　（宛先）川崎市長

申請者住所

氏　　名 (ふりがな)　〔団体の場合は、名称及び代表者の氏名〕　　


　川崎市環境変化対策等持続可能農業推進事業補助金の交付を受けたいので、川崎市環境変化対策等持続可能農業推進事業補助金交付要綱第６条の規定に基づき、次のとおり申請します。
　


１　事業の目的及び内容

２　事業計画
　（１）事業の実施概要

　（２）事業の実施場所

　（３）事業の期間

３　交付申請額

４　収支予算



（第２号様式）

事業計画書
１　住所、氏名等
	住所
	

	氏名
	

	導入しようとする機械・装置
	




２　導入による効果の見込み
	導入の目的（該当に〇）
	導入することで達成しようとする効果

	
	省エネルギー
	


	
	減農薬・減化学肥料
	


	
	労働力削減
	


	
	暑熱対策
	


	
	その他
	













（第３号様式）

誓約書兼同意書

　川崎市環境変化対策等持続可能農業推進事業に申請するにあたり、川崎市暴力団排除条例（平成24年３月19日条例第５号）第２条第２号に規定する暴力団員でないことを誓約し、市長が当該確認のため神奈川県警察本部長に個人情報（住所、氏名、氏名のふりがな、生年月日及び性別をいう。）を提供し、同条例第８条に規定する排除措置対象（補助金、利子補給金その他相当の反対給付を受けない給付金を交付する事業の実施により、暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することのないよう必要な措置の対象をいう。）の該当を照会することに同意いたします。

　　　　　　　年　　月　　日

申請者住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名 (ふりがな)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
〔法人・団体等の場合は、名称、役職及び代表者の氏名〕　
　　　　　　　　　　　　　
性別（任意）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　生年月日　　　　　　年　　月　　日　　　　　　　　

役員等氏名一覧表（※法人・団体等の場合、以下も記入してください。）
	役職名
	氏名 (ふりがな)
	生年月日
	性別
（任意）
	住所

	
	
	
    ．   ．
	
	

	
	
	
     ．   ．
	
	

	
	
	
     ．   ．
	
	

	
	
	
     ．   ．
	
	

	
	
	
     ．   ．
	
	


注）署名又は押印を要しません。誓約書兼同意書の提出をもって本人の意思表示があったものとします。




（第４号様式）

川崎市指令　　　第　　　号

住所
氏名　〔団体の場合は、名称及び代表者の氏名〕	様


川崎市農業生産振興対策事業（　　　　　　　　　　事業）補助金交付決定通知書

　　　　　年　　月　　日付けで申請のあった川崎市環境変化対策等持続可能農業推進事業補助金については、川崎市環境変化対策等持続可能農業推進事業補助金交付要綱第７条の規定に基づき、次の条件を付けて　　　　　円を交付します。

　　年　　月　　日

川崎市長



１　次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消し、既に交付した補助金の全額又は一部の返還を命ずることがあります。
(1)　偽り、その他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。
(2)　補助金を補助事業以外の他の用途に使用したとき。
(3)　補助金の交付を受けるまでに川崎市環境変化対策等持続可能農業推進事業補助金交付要綱第３条第１項に定める要件を欠くことになったとき。
(4)　川崎市環境変化対策等持続可能農業推進事業補助金交付要綱第３条第２項の規定に該当したとき。
(5)　 川崎市環境変化対策等持続可能農業推進事業補助金交付要綱の規定に違反したとき。
(6)　補助金の交付決定の内容、又はこれに付した条件、その他法律等に基づき市長が行った指示、若しくは命令に違反したとき。

２　補助事業が完了したとき又は補助金の交付決定に係る会計年度が終了したときは、速やかに関係書類を添えた実績報告書を提出すること。

３　補助金の交付決定に係る会計年度の次年度の9月30日までに、川崎市環境変化対策等持続可能農業推進事業成果報告書（第10号様式）を提出すること。


（　　　　　　　　　担当）　
連絡先　　　　　　　　　　　



（第５号様式）

川崎市環境変化対策等持続可能農業推進事業補助金交付変更申請書

　　年　　月　　日　
　（宛先）川崎市長

申請者住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　　名 (ふりがな)　〔団体の場合は、名称及び代表者の氏名〕
　　　　　　　
　　　　　　　


　　　　年　　月　　日付け川崎市指令　　　第　　　号で通知のあった川崎市環境変化対策等持続可能農業推進事業について、次のとおり　□変更　□中止　したいので、川崎市環境変化対策等持続可能農業推進事業補助金交付要綱第９条の規定により申請いたします。

１　□変更・□中止の理由


２　変更の内容（中止の場合は記入不要）
	事業内容
	変更内容
	変更前
	変更後
	備　考

	






	
	
	
	









注：該当する□にレを入れること。


（第６号様式）

川崎市指令　　　第　　　号

住所
氏名　〔団体の場合は、名称及び代表者の氏名〕　様


川崎市環境変化対策等持続可能農業推進事業補助金変更交付決定通知書

　　　　　年　　月　　日付けで申請のあった川崎市環境変化対策等持続可能農業推進事業補助金の交付変更申請について、川崎市環境変化対策等持続可能農業推進事業補助金交付要綱第９条第２項の規定に基づき、次のとおり承認します。

　　年　　月　　日

川崎市長

１　変更の内容
２　対象事業費
３　補助決定額
４　次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消し、既に交付した補助金の全額又は一部の返還を命ずることがあります。
(1) 偽り、その他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。
(2) 補助金を補助事業以外の他の用途に使用したとき。
(3) 補助金の交付を受けるまでに川崎市環境変化対策等持続可能農業推進事業補助金交付要綱第３条第1項に定める要件を欠くことになったとき。
(4）川崎市環境変化対策等持続可能農業推進事業補助金交付要綱第３条第２項の規定に該当したとき。
(5) 川崎市環境変化対策等持続可能農業推進事業補助金交付要綱の規定に違反したとき。
(6）補助金の交付決定の内容、又はこれに付した条件、その他法律等に基づき市長が行った指示、若しくは命令に違反したとき。
５　補助事業が完了したとき又は補助金の交付決定に係る会計年度が終了したときは、速やかに関係書類を添えた実績報告書を提出すること。


（　　　　　　　　担当）　
連絡先　　　　　　　　　　

（第７号様式）
川崎市環境変化対策等持続可能農業推進事業
完成届

　　年　　月　　日

　（宛先）川崎市長

申請者住所
氏　　名 (ふりがな)　〔団体の場合は、名称及び代表者の氏名〕　　


　　　　　年　　月　　日付け川崎市指令　　　第　　　号で通知のあった川崎市環境変化対策等持続可能農業推進事業により取得した補助対象物件が完成し（納品され）引き渡されたのでお届けします。

１　契約日				　　年　　月　　日

２　契約者
所在地

商号又は名称

代表者職氏名

３　契約の効力が生じた日		　　年　　月　　日

４　完成日（納品日）			　　年　　月　　日

５　検査日				　　年　　月　　日

６　引き渡し日				　　年　　月　　日










注）不要な字句は　　　で消除すること
（第８号様式）

川崎市環境変化対策等持続可能農業推進事業実績報告書

　　年　　月　　日

　（宛先）川崎市長

申請者住所
氏　　名 (ふりがな)　〔団体の場合は、名称及び代表者の氏名〕　　


　　　　　年　　月　　日付け川崎市指令　　　第　　　号で通知のあった川崎市環境変化対策等持続可能農業推進事業が完了しましたので、川崎市環境変化対策等持続可能農業推進事業補助金交付要綱第11条の規定に基づき、次のとおり報告します。



１　事業成績
　（１）事業の実施概要

　（２）事業の実施場所

　（３）事業の期間

２　収支精算



（第９号様式）

　　川　　　第　　　号
　　年　　月　　日
　住所
氏名 〔団体の場合は、名称及び代表者の氏名〕 様


川崎市長


川崎市環境変化対策等持続可能農業推進事業補助金の確定について（通知）

　　　　　年　　月　　日付けで実績報告のあった川崎市環境変化対策等持続可能農業推進事業補助金について、川崎市環境変化対策等持続可能農業推進事業補助金交付要綱第12条の規定に基づき、次のとおり確定したので通知します。
　


１　交付決定年月日

２　交付決定通知番号

３　交付決定額

４　確定額









（　　　　　　　　担当）　
連絡先　　　　　　　　　　　


（第10号様式）

川崎市環境変化対策等持続可能農業推進事業成果報告書

　　年　　月　　日

　（宛先）川崎市長

申請者住所
氏　　名 (ふりがな)　〔団体の場合は、名称及び代表者の氏名〕　　

　　　　　年　　月　　日付け川崎市指令　　　第　　　号で通知のあった川崎市環境変化対策等持続可能農業推進事業について、川崎市環境変化対策等持続可能農業推進事業補助金交付要綱第14条の規定に基づき、次のとおり成果を報告します。


	導入した機械・装置
	


	
	

	導入の目的（該当に〇）
	導入したことでの成果

	
	省エネルギー
	


	
	減農薬・減化学肥料
	


	
	労働力削減
	


	
	暑熱対策
	


	
	その他
	




